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納
税
義
務
者
に
該
当
す
る
と
し
た
こ
と

は
違
法
で
あ
る
と
し
て
原
審
判
決
を
破

棄
し
、
原
審
に
お
い
て
判
断
さ
れ
て
い

な
い
地
方
税
法
３
４
３
条
４
項
の
適
用

の
有
無
等
に
つ
い
て
さ
ら
に
審
理
を
尽

く
さ
せ
る
た
め
に
原
審
に
差
し
戻
し
た

事
例
で
あ
る
。

【
関
連
法
規
】	

地
方
税
法
第
３
４
３
条

判
　
　
　
決

〔
主　
　
　

文
〕

原
判
決
中
上
告
人
敗
訴
部
分
を
破
棄

す
る
。

前
項
の
部
分
に
つ
き
、
本
件
を
大
阪

高
等
裁
判
所
に
差
し
戻
す
。

〔
理　
　
　

由
〕

上
告
代
理
人
比
嘉
廉
丈
ほ
か
の
上
告

受
理
申
立
て
理
由
第
４
に
つ
い
て

１　

本
件
は
、
堺
市
の
住
民
で
あ
る

被
上
告
人
が
、
登
記
簿
の
表
題
部
の
所

有
者
欄
に
「
大
字
西
」
な
ど
と
記
載
さ

れ
て
い
る
同
市
内
の
土
地
（
第
１
審
判

決
別
紙
１
―
１
記
載
の
各
土
地
の
う

ち
番
号
１
か
ら
14
ま
で
、
同
17
か
ら
20

ま
で
及
び
同
31
か
ら
34
ま
で
。
以
下
、

そ
の
番
号
に
従
い
「
本
件
土
地
１
」
な

ど
と
い
い
、
併
せ
て
「
本
件
各
土
地
」

と
い
う
。）
に
つ
き
、
平
成
18
年
度
か

ら
同
20
年
度
ま
で
（
た
だ
し
、
本
件
土

地
７
に
つ
い
て
は
平
成
20
年
度
を
除

く
。）
に
つ
い
て
当
時
の
堺
市
長
が
そ

の
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
（
た

だ
し
、
本
件
土
地
10
、
13
、
14
、
17
及

び
18
に
つ
い
て
は
固
定
資
産
税
に
限

る
。
以
下
「
本
件
固
定
資
産
税
等
」
と

い
う
。）
の
賦
課
徴
収
を
違
法
に
怠
っ

た
た
め
、
地
方
税
法
18
条
１
項
の
徴
収

権
に
係
る
消
滅
時
効
の
完
成
に
よ
り
堺

市
に
損
害
が
生
じ
た
と
主
張
し
て
、
地

方
自
治
法
２
４
２
条
の
２
第
１
項
４
号

に
基
づ
き
、
同
市
の
執
行
機
関
で
あ
る

上
告
人
を
相
手
に
、
本
件
固
定
資
産
税

等
の
徴
収
権
に
係
る
消
滅
時
効
が
完
成

す
る
ま
で
の
期
間
に
お
い
て
堺
市
長
の

職
に
あ
っ
た
者
（
以
下
「
本
件
各
市
長
」

と
い
う
。）
及
び
そ
の
賦
課
徴
収
に
係

る
専
決
権
限
を
有
す
る
各
市
税
事
務
所

長
の
職
に
あ
っ
た
者
（
以
下
「
本
件
各

専
決
権
者
」
と
い
う
。）
に
対
し
て
本
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収
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判
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第
二
小
法
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平
成
27
年
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月
17
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判
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平
成
26
年
（
行
ヒ
）

第
１
９
０
号  

裁
判
所
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

破
棄
差
戻

一
審　

不
明

二
審　

大
阪
高
等
裁
判
所  

平
成
26
年

２
月
６
日
判
決　

平
成
25
年
（
行
コ
）

第
99
号

行
政
勝
訴

（
要
旨
）

登
記
簿
の
表
題
部
の
所
有
者
欄
に

「
大
字
西
」
な
ど
と
記
載
さ
れ
て
い
る

堺
市
内
の
土
地
に
つ
き
、
固
定
資
産
税

等
の
消
滅
時
効
の
完
成
に
よ
り
堺
市
に

損
害
が
出
て
い
る
と
し
て
、
堺
市
長
の

職
に
あ
っ
た
者
等
に
対
す
る
損
害
賠
償

請
求
の
義
務
付
け
を
求
め
る
住
民
訴
訟

に
お
い
て
、
原
審
が
固
定
資
産
税
等
の

賦
課
期
日
に
お
け
る
そ
れ
ら
土
地
の
所

有
権
の
帰
属
を
確
定
す
る
こ
と
な
く
、

地
方
税
法
３
４
３
条
２
項
後
段
を
類
推

適
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
自
治
会
等
を
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件
固
定
資
産
税
等
相
当
額
（
た
だ
し
、

各
人
の
在
職
期
間
及
び
管
轄
区
域
に
応

じ
て
各
自
の
賦
課
徴
収
に
係
る
権
限
の

行
使
を
怠
っ
た
部
分
に
限
る
。）
の
損

害
賠
償
請
求
を
す
る
こ
と
等
を
求
め
る

住
民
訴
訟
で
あ
る
。

２　

原
審
の
確
定
し
た
事
実
関
係
等

の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

（
１
）
地
方
税
法
３
４
３
条
１
項
は
、

固
定
資
産
税
は
固
定
資
産
の
所
有
者
に

課
す
る
旨
を
定
め
、同
条
２
項
前
段
は
、

同
条
１
項
の
所
有
者
と
は
、
土
地
又
は

家
屋
に
つ
い
て
は
、
登
記
簿
又
は
土
地

補
充
課
税
台
帳
若
し
く
は
家
屋
補
充
課

税
台
帳
に
所
有
者
と
し
て
登
記
又
は
登

録
さ
れ
て
い
る
者
を
い
う
旨
を
定
め
て

お
り
、
同
条
２
項
後
段
は
、
所
有
者
と

し
て
登
記
又
は
登
録
さ
れ
て
い
る
個
人

が
賦
課
期
日
前
に
死
亡
し
て
い
る
と

き
、
若
し
く
は
所
有
者
と
し
て
登
記
又

は
登
録
さ
れ
て
い
る
法
人
が
同
日
前
に

消
滅
し
て
い
る
と
き
、
又
は
所
有
者
と

し
て
登
記
さ
れ
て
い
る
同
法
３
４
８
条

１
項
の
者
（
国
、
都
道
府
県
、
市
町
村
、

特
別
区
等
）
が
同
日
前
に
所
有
者
で
な

く
な
っ
て
い
る
と
き
は
、
同
日
に
お
い

て
当
該
土
地
又
は
家
屋
を
現
に
所
有
し

本
件
固
定
資
産
税
等
の
賦
課
期
日
に
お

い
て
、
そ
の
登
記
簿
の
権
利
部
に
堺
市

が
所
有
者
と
し
て
登
記
さ
れ
て
い
た

が
、
同
土
地
の
所
有
権
は
同
市
に
は
帰

属
し
て
い
な
か
っ
た
。

イ　

本
件
各
土
地
は
、
旧
来
は
た
め

池
又
は
そ
の
堤
と
う
で
あ
っ
た
土
地
で

あ
る
が
、
本
件
固
定
資
産
税
等
の
賦
課

期
日
に
お
け
る
現
況
は
宅
地
又
は
雑
種

地
等
で
あ
り
、
い
ず
れ
も
当
該
各
土
地

の
所
在
す
る
地
区
の
住
民
の
総
有
に
係

る
財
産
と
し
て
、
そ
の
異
動
状
況
の
把

握
の
た
め
に
堺
市
が
作
成
す
る
財
産
台

帳
に
登
録
さ
れ
て
い
る
（
た
だ
し
、
本

件
土
地
７
は
平
成
19
年
１
月
に
、
本
件

土
地
11
及
び
12
は
同
20
年
12
月
に
そ
れ

ぞ
れ
第
三
者
に
売
却
さ
れ
た
た
め
、
こ

れ
ら
の
土
地
に
つ
い
て
は
上
記
財
産
台

帳
に
「
処
分
済
」
と
記
載
さ
れ
て
い

る
。）。
そ
し
て
、
上
記
の
財
産
と
し
て

上
記
財
産
台
帳
に
登
録
さ
れ
て
い
る
財

産（
以
下「
台
帳
登
録
財
産
」と
い
う
。）

の
管
理
及
び
処
分
に
つ
い
て
は
、
堺
市

の
定
め
る
要
綱
等
に
お
い
て
、
そ
の
決

定
に
つ
き
当
該
地
区
の
住
民
に
よ
り
組

織
さ
れ
て
い
る
自
治
会
又
は
町
会
の
総

会
の
決
議
に
よ
る
こ
と
が
基
本
と
さ
れ

て
い
る
。

（
３
）
本
件
固
定
資
産
税
等
に
つ
い

て
は
、
納
税
義
務
者
を
特
定
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
と
し
て
、
そ
の
賦
課
徴
収

は
行
わ
れ
て
い
な
い
。
そ
し
て
、
堺
市

の
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
法

定
納
期
限
は
毎
年
５
月
31
日
で
あ
る
こ

と
か
ら（
地
方
税
法
11
条
の
４
第
１
項
、

堺
市
市
税
条
例
（
昭
和
41
年
堺
市
条
例

第
３
号
）
39
条
１
項
、
99
条
）、
本
件

固
定
資
産
税
等
の
う
ち
、
平
成
18
年
度

の
も
の
は
平
成
23
年
５
月
31
日
の
経
過

に
よ
り
、
平
成
19
年
度
の
も
の
は
平
成

24
年
５
月
31
日
の
経
過
に
よ
り
、
平
成

20
年
度
の
も
の
は
平
成
25
年
５
月
31
日

の
経
過
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
徴
収

権
が
時
効
に
よ
り
消
滅
し
て
い
る
（
同

法
18
条
１
項
）。

３　

原
審
は
、
上
記
事
実
関
係
等
の

下
に
お
い
て
、
要
旨
次
の
と
お
り
判
断

し
て
、
本
件
固
定
資
産
税
等
の
納
税
義

務
者
は
本
件
各
土
地
の
所
在
す
る
地
区

の
住
民
に
よ
り
組
織
さ
れ
て
い
る
自
治

会
又
は
町
会
（
以
下
「
関
係
自
治
会
等
」

と
い
う
。）
で
あ
り
、
本
件
各
専
決
権

者
の
一
部
及
び
本
件
各
市
長
は
上
記
納

税
義
務
者
を
特
定
す
る
こ
と
が
で
き
た

て
い
る
者
を
い
う
も
の
と
す
る
旨
を
定

め
て
い
る
。
な
お
、
地
方
税
法
７
０
２

条
１
項
所
定
の
土
地
又
は
家
屋
を
課
税

客
体
と
す
る
都
市
計
画
税
の
納
税
義
務

者
は
、
当
該
土
地
又
は
家
屋
の
固
定
資

産
税
の
納
税
義
務
者
と
同
じ
で
あ
る

（
同
条
、
同
法
３
４
３
条
（
３
項
、
８

項
及
び
９
項
を
除
く
。））。

（
２
）ア　

本
件
固
定
資
産
税
等
の
賦

課
期
日
（
当
該
年
度
の
初
日
の
属
す
る

年
の
１
月
１
日（
地
方
税
法
３
５
９
条
、

７
０
２
条
の
６
））
に
お
い
て
は
、
本

件
土
地
31
を
除
き
、
本
件
各
土
地
の
登

記
簿
に
権
利
部
の
登
記
は
な
く
、
そ
の

表
題
部
の
所
有
者
欄
に
は
、
本
件
土
地

１
か
ら
９
ま
で
に
つ
き
「
大
字
西
」、

本
件
土
地
10
に
つ
き
「
大
字
原
寺
、
大

字
西
、
大
字
北
」、
本
件
土
地
11
及
び

12
に
つ
き
「
踞
尾
共
有
地
」、
本
件
土

地
13
、
17
、
19
及
び
20
に
つ
き
「
共
有

地
」、
本
件
土
地
14
に
つ
き
「
上
神
谷

村
大
字
畑
」、本
件
土
地
18
に
つ
き
「
鶴

田
村
大
字
菱
木
、
鶴
田
村
大
字
草
部
」、

本
件
土
地
32
及
び
33
に
つ
き
「
大
字

下
」、
本
件
土
地
34
に
つ
き
「
大
字
下

共
有
地
」
と
そ
れ
ぞ
れ
記
載
さ
れ
て
い

た
。
他
方
、本
件
土
地
31
に
つ
い
て
は
、
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な
ど
と
し
て
、
被
上
告
人
の
請
求
を
一

部
認
容
す
べ
き
も
の
と
し
た
。

（
１
）
関
係
自
治
会
等
は
、
本
件
固

定
資
産
税
等
の
賦
課
期
日
に
お
け
る
本

件
各
土
地
の
登
記
簿
上
の
所
有
名
義
人

で
あ
る
と
は
い
え
な
い
か
ら
、
地
方
税

法
３
４
３
条
２
項
前
段
に
基
づ
い
て
本

件
固
定
資
産
税
等
の
納
税
義
務
者
に
当

た
る
と
み
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

（
２
）
他
方
、
一
部
の
土
地
に
つ
い

て
固
定
資
産
税
の
納
税
義
務
者
を
特
定

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
し
て
そ
の
賦

課
徴
収
を
留
保
し
続
け
る
こ
と
は
課
税

上
の
衡
平
を
著
し
く
害
す
る
結
果
を
招

来
す
る
も
の
と
い
え
る
と
こ
ろ
、
関
係

自
治
会
等
は
、
台
帳
登
録
財
産
で
あ
る

本
件
各
土
地
に
つ
き
、
堺
市
に
よ
り
同

市
の
定
め
る
要
綱
等
に
従
っ
て
そ
の
管

理
処
分
権
限
を
有
す
る
団
体
と
し
て
取

り
扱
わ
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
本
件
各

土
地
の
実
質
的
な
所
有
者
と
評
価
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
し
た
が
っ
て
、
本
件

各
土
地
の
う
ち
本
件
土
地
31
以
外
の
も

の
に
つ
い
て
は
、
そ
の
登
記
簿
の
表
題

部
の
所
有
者
欄
に
記
載
さ
れ
て
い
る

「
大
字
西
」
等
の
名
義
に
よ
っ
て
表
章

さ
れ
る
旧
来
の
地
縁
団
体
は
消
滅
し
て

（
84
条
）、
そ
れ
ゆ
え
、
課
税
要
件
及
び

租
税
の
賦
課
徴
収
の
手
続
は
、
法
律
で

明
確
に
定
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る

（
最
高
裁
昭
和
55
年
（
行
ツ
）
第
15
号

同
60
年
３
月
27
日
大
法
廷
判
決
・
民
集

39
巻
２
号
２
４
７
頁
参
照
）。
そ
し
て
、

こ
の
よ
う
な
租
税
法
律
主
義
の
原
則
に

照
ら
す
と
、
租
税
法
規
は
み
だ
り
に
規

定
の
文
言
を
離
れ
て
解
釈
す
べ
き
も
の

で
は
な
い
と
い
う
べ
き
で
あ
り
（
最
高

裁
昭
和
43
年
（
行
ツ
）
第
90
号
同
４
８

年
11
月
16
日
第
二
小
法
廷
判
決
・
民
集

27
巻
10
号
１
３
３
３
頁
、
最
高
裁
平
成

19
年
（
行
ヒ
）
第
１
０
５
号
同
22
年
３

月
２
日
第
三
小
法
廷
判
決
・
民
集
64
巻

２
号
４
２
０
頁
参
照
）、
こ
の
こ
と
は
、

地
方
税
法
３
４
３
条
の
規
定
の
下
に
お

け
る
固
定
資
産
税
の
納
税
義
務
者
の
確

定
に
お
い
て
も
同
様
で
あ
り
、
一
部
の

土
地
に
つ
い
て
そ
の
納
税
義
務
者
を
特

定
し
得
な
い
特
殊
な
事
情
が
あ
る
た
め

に
そ
の
賦
課
徴
収
を
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
場
合
が
生
じ
得
る
と
し
て
も
変
わ

る
も
の
で
は
な
い
。

（
２
）
あ
る
土
地
に
つ
き
地
方
税
法

３
４
３
条
２
項
後
段
に
よ
り
固
定
資
産

税
の
納
税
義
務
者
に
該
当
す
る
と
い
う

い
る
も
の
と
同
視
し
、
地
方
税
法

３
４
３
条
２
項
後
段
を
類
推
適
用
し

て
、
関
係
自
治
会
等
が
同
項
後
段
に
い

う
「
現
に
所
有
し
て
い
る
者
」
と
し
て

当
該
土
地
の
本
件
固
定
資
産
税
等
の
納

税
義
務
者
に
当
た
る
と
み
る
べ
き
で
あ

る
。
ま
た
、本
件
土
地
31
に
つ
い
て
は
、

同
項
後
段
に
い
う
「
所
有
者
と
し
て
登

記
さ
れ
て
い
る
第
３
４
８
条
第
１
項
の

者
が
同
日
前
に
所
有
者
で
な
く
な
っ
て

い
る
と
き
」
に
該
当
す
る
か
ら
、
上
記

と
同
様
に
、
関
係
自
治
会
等
が
同
法

３
４
３
条
２
項
後
段
に
い
う
「
現
に
所

有
し
て
い
る
者
」
と
し
て
同
土
地
の
本

件
固
定
資
産
税
等
の
納
税
義
務
者
に
当

た
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る
。

４　

し
か
し
な
が
ら
、
原
審
の
上
記

３
（
１
）
の
判
断
は
是
認
す
る
こ
と
が

で
き
る
が
、
同
（
２
）
の
判
断
は
是
認

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。そ
の
理
由
は
、

次
の
と
お
り
で
あ
る
。

（
１
）
憲
法
は
、
国
民
は
法
律
の
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
納
税
の
義
務
を
負

う
こ
と
を
定
め
（
30
条
）、
新
た
に
租

税
を
課
し
又
は
現
行
の
租
税
を
変
更
す

る
に
は
、
法
律
又
は
法
律
の
定
め
る
条

件
に
よ
る
こ
と
を
必
要
と
し
て
お
り

た
め
に
は
、
少
な
く
と
も
、
固
定
資
産

税
の
賦
課
期
日
に
お
い
て
当
該
者
が
同

項
後
段
に
い
う
「
当
該
土
地
…
を
現
に

所
有
し
て
い
る
者
」
で
あ
る
こ
と
、
す

な
わ
ち
、
上
記
賦
課
期
日
に
お
い
て
当

該
土
地
の
所
有
権
が
当
該
者
に
現
に
帰

属
し
て
い
た
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
そ

し
て
、
上
記
（
１
）
に
お
い
て
説
示
し

た
と
こ
ろ
に
照
ら
せ
ば
、
あ
る
土
地
に

つ
き
、
固
定
資
産
税
の
賦
課
期
日
に
お

い
て
そ
の
所
有
権
が
当
該
者
に
現
に
帰

属
し
て
い
た
こ
と
を
確
定
す
る
こ
と
な

く
、
同
項
後
段
に
基
づ
い
て
当
該
者
を

固
定
資
産
税
の
納
税
義
務
者
と
す
る
こ

と
は
で
き
な
い
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ

る
。し

か
る
に
、
原
審
は
、
本
件
各
土
地

に
つ
き
、
本
件
固
定
資
産
税
等
の
賦
課

期
日
に
お
け
る
そ
の
所
有
権
の
帰
属
を

確
定
す
る
こ
と
な
く
、
前
記
２
（
２
）

イ
の
要
綱
等
に
お
け
る
取
扱
い
等
に
照

ら
し
て
関
係
自
治
会
等
を
そ
の
実
質
的

な
所
有
者
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る

な
ど
と
し
て
、
地
方
税
法
３
４
３
条
２

項
後
段
の
規
定
を
類
推
適
用
す
る
こ
と

に
よ
り
、
関
係
自
治
会
等
が
本
件
固
定

資
産
税
等
の
納
税
義
務
者
に
該
当
す
る
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旨
の
判
断
を
し
た
も
の
で
あ
り
、
こ
の

よ
う
な
原
審
の
判
断
に
は
、
同
項
後
段

の
解
釈
適
用
を
誤
っ
た
違
法
が
あ
る
と

い
う
べ
き
で
あ
る
。

な
お
、
原
審
は
、
前
記
２
（
２
）
イ

の
と
お
り
、
堺
市
の
定
め
る
要
綱
等
に

お
い
て
台
帳
登
録
財
産
の
管
理
及
び
処

分
の
決
定
に
つ
き
当
該
地
区
の
自
治
会

等
の
総
会
の
決
議
に
基
づ
く
こ
と
が
基

本
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
等
を
も
っ
て
、

台
帳
登
録
財
産
で
あ
る
本
件
各
土
地
に

つ
き
、
関
係
自
治
会
等
が
堺
市
に
よ
り

上
記
の
要
綱
等
に
従
っ
て
そ
の
管
理
処

分
権
限
を
有
す
る
団
体
と
し
て
取
り
扱

わ
れ
て
い
る
な
ど
と
し
て
、
そ
の
実
質

的
な
所
有
者
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き

る
旨
を
い
う
が
、
原
審
の
摘
示
す
る
上

記
の
事
情
に
よ
っ
て
も
、
本
件
固
定
資

産
税
等
の
賦
課
期
日
に
お
い
て
そ
の
所

有
権
が
関
係
自
治
会
等
に
現
に
帰
属
し

て
い
た
こ
と
を
基
礎
付
け
る
こ
と
は
で

き
な
い
。

（
３
）
以
上
と
異
な
る
見
解
に
立
っ

て
、
地
方
税
法
３
４
３
条
２
項
後
段
の

類
推
適
用
に
よ
り
関
係
自
治
会
等
が
本

件
固
定
資
産
税
等
の
納
税
義
務
者
に
当

た
る
と
し
た
原
審
の
判
断
に
は
、
判
決

に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
明
ら
か
な
法

令
の
違
反
が
あ
り
、
論
旨
は
こ
の
趣
旨

を
い
う
も
の
と
し
て
理
由
が
あ
る
。
以

上
に
よ
れ
ば
、
原
判
決
中
上
告
人
敗
訴

部
分
は
破
棄
を
免
れ
な
い
。
そ
し
て
、

本
件
各
土
地
に
つ
き
原
審
に
お
い
て
判

断
さ
れ
て
い
な
い
地
方
税
法
３
４
３
条

４
項
の
適
用
の
有
無
等
に
つ
い
て
更
に

審
理
を
尽
く
さ
せ
る
た
め
、
上
記
部
分

に
つ
き
本
件
を
原
審
に
差
し
戻
す
こ
と

と
す
る
。
よ
っ
て
、
裁
判
官
全
員
一
致

の
意
見
で
、主
文
の
と
お
り
判
決
す
る
。
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